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3. 調査結果 
 
3-1 地形・地質概要 
 
(1) 地形概要 

調査地は一級河川である木曽川と鍋田川の合流部にあたり、木曽岬干拓地の北部に位置す

る。木曽岬干拓地は、三重県桑名郡木曽岬町～愛知県弥富市鍋田町の全面海域に東西約 1km、

南北約 4km にわたって形成された広大な埋立地である。 
調査地周辺に発達する低地は濃尾平野の南端域にあたり、図 3-1 に示すように木曽三川や

その支流により形成された蟹江三角州と埋立地により構成されている。 
蟹江三角州は、名鉄津島線以南に位置し標高数 m と低く、大部分が河川による堆積作用や

海水準の低下などによって奈良時代(約 1200 年前)以降に陸化した低湿地である。蟹江三角州

では、自然堤防の発達が小規模で連続性に乏しく、後背湿地との比高が 0.5m 程度と小さい。

また、自然堤防上には集落や畑などが立地し、後背湿地では主に水田として利用されている。 
蟹江三角州の南域には、干拓平野が現在の国道 1 号線以南に広がっている。干拓平野は、

図 3-2 に示すように主として江戸時代以降に造成されたもので、濃尾平野の海岸にあたる潮

汐低地に潮止め堤を築き、人為的に浅海底を陸化してできたものであるが、地盤面はそのほ

とんどが海水準以下となっている。 
なお調査地にあたる木曽岬干拓地は、木曽川本線と鍋田干拓堤防とに挟まれた干潟約 443ha を

農地として利用するため、昭和 41 年から干拓工事が始まり昭和 48 年に干陸された。その後、情

勢の変化等により干陸化されたままの状態で現在に至っている。 
 

土質調査・柱状図 別紙4
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「名古屋南部地域の地質 地域地質報告 1986 年 2 月 地質調査所」より引用      

図 3-1 濃尾平野周辺の地形区分概略図 

 

 
「名古屋南部地域の地質 地域地質報告 1986 年 2 月 地質調査所」より引用       

図 3-2 伊勢湾北部における干拓・埋立状況 

：調査地

：調査地 
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(2) 地質概要 
調査地周辺の地質は表 3-1 や図 3-3 に示すように、上位より完新世の南陽層、更新世の濃尾層，

第一礫層，熱田層，第二礫層，海部累層，第三礫層，弥富累層および鮮新世～更新世の東海層群

から構成されている。 
 

表 3-1 濃尾平野の地下層序と周辺地域の対比ならびに地史 

 

「濃尾平野の地盤沈下と地下水 1985 年 東海三県地盤沈下調査会」より引用 
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今回調査対象とした第一礫層以浅の各層は、文献・資料※によると次のような特徴を有している。 

 
1) 沖積層 
・南陽層 A 

本層は、上部砂層（富田浜層相当層）と下部粘土層（四日市港層相当層）に大別される。 
上部砂層は、平野部の表層をほぼ連続して分布する三角州性の堆積物で、主に砂層からな

る。大部分が暗灰色の細粒～中粒砂で、層下部ではシルト～粘土混じりになることが多く、

シルトを薄層状に挟むことがある。また層上部では礫混じりになることもある。層厚はほぼ

10m であるが、厚い地域では 15～20m におよぶ。 
下部粘土層の層厚は、暗灰～青灰色のシルト質粘土～粘土を主体とする。貝殻片や腐植物

を伴い、層上部や層下部では砂分を含むことが多い。層厚は数 m から 20m 以上で海に向か

って厚くなり、木曽川河口付近では 30m におよぶ。また内陸部ではところにより消失する地

域もある。 
 

2) 洪積層 
・濃尾層 N 

本層は主として濃尾平野南部地域に分布し、砂～シルト～粘土の互層からなる。層厚は 10
～20m 程度で、分布深度は海岸地域で標高-30～-40m 前後であるが、内陸部では消失する。 

・第一礫層 G1 
本層は灰色～青灰色の砂礫を主体とし、花崗岩質礫を多量に含むほか、古生層礫、ホルン

フェルス礫などからなり、花崗岩質の砂によって充填されている。層厚は海岸地域で 5～20m
であり、基底深度は標高-60m を超える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※文献・資料 

1) 最新名古屋地盤図 1988 土質工学会中部編著 
2) 愛知県土地分類基本調査 津島・名古屋北部 1986 国土調査 
3) 桑名地域の地質 地域地質報告 1991 年 地質調査所 
4) 名古屋南部地域の地質 地域地質報告 1986 年 2 月 地質調査所 
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3-2 ボーリング調査結果 
 
ボーリング調査は、図 3-4 に示すように計 3 箇所実施した。調査結果の詳細は巻末資料に「ボ

ーリング柱状図」として添付するとともに、図 3-5 には既往調査※の結果と併せて干拓地内の地質

断面図を示した。 
以下、今回明らかになった調査地の地盤状況について述べる。 

 
(1) 地盤状況 
調査地の地盤状況は、先述した模式的な地盤状況と同様に、上位より第四紀完新世の沖積層（南

陽層）、更新世の濃尾層および第一礫層が分布している。南陽層は、三角州性の砂質土（As 層）

と軟弱な粘性土（Ac 層）に区分できる。また、濃尾層は上位の南陽層と比較すると層相変化が著

しく、大局的には比較的締まった砂質土と硬い粘性土の互層状を呈している。第一礫層は主にφ

10～30mm の礫質土からなり、N 値 50 以上を示す密実な地層である。 
表 3-2 にはこれらの地質層序をまとめて示した。 

 

表 3-2 対象区間の地質層序表 

N 値 
時代 地層名 土質名 記号 

最小 最大 平均 
備考 

盛土層 礫質土 
砂質土 B1 － － － 既往調査で 

確認 現

世 
人工干拓層 砂質土 

粘性土 B2 3 5 4  

砂質土 As 4 19 8  完

新

世 

沖積層 南陽層 
粘性土 Ac 2 8 4  

粘性土 Nc 9 23 15  
濃尾層 

砂質土 Ns 21 50 以上 38  

第

四

紀 

更

新

世 

洪積層

第一 
礫層 礫質土 G1 50 以上 50 以上 50 以上  

※地層区分・記号は、既往調査結果に準じた。 
 
 
 
※既往調査 

1) 平成 15 年度 木曽岬干拓地執受執受 第 32-4 分 2003 号 一般地方道木曽岬弥富停車場線 
木曽岬干拓地整備事業（地質調査業務委託） 報告書 

2) 平成 15 年度 木曽岬干拓地執受執受 第 32-4 分 2004 号 一般地方道木曽岬弥富停車場線 
木曽岬干拓地整備事業（地質調査業務委託）（その２） 報告書 

3) 平成 17 年度 電源立地 第 1-分 2002 号 一般地方道木曽岬弥富停車場線 
電源立地特別交付金工事委託 地質調査業務委託 報告書 
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(2) 各層の特徴・分布 
今回の調査で確認した各層の特徴・分布は次のとおりである。 

1) 人工干拓層 B2 

本層は調査地の表層をなしており、層厚 1～2m 程度で分布し、東側に向かって厚くなる傾

向にある。 
比較的均一な細砂を主体とするが、全体に細粒であり部分的にシルトや粘土を含む。また

部分的に礫や中砂、貝殻片を混じるなど、不均質な層である。 
N 値 3～5（平均値 4）であり、相対密度は「非常に緩い～緩い」と評価される(表 3-3 参照)。 

2) 沖積層 A（南陽層） 

本層は人工干拓層（B2）の下位に分布し、層厚は 35～40m と極めて厚い。標高-15m 付近

で上部砂層と下部粘土層に大別される。 
・As 層（砂質土） 

南陽層の上部砂層であり、層厚 12～16m 程度を有する。干拓地中央にあたる No.2 地点で

厚く分布している。 
土質は暗黄灰～暗灰色の細砂～シルト混じり細砂を主体とし、比較的均一である。層上部

では、細粒分の混入が少なく中砂を混じるなどやや粗いが、層中下部では微細砂～シルトを

多く含み細粒となる。また部分的にシルトが優勢となる。所々に貝殻片や腐植物を少量混入

する。 
N 値は 4～19(平均値 8)とややばらつきを示す。相対密度は「緩い～中位」と評価される。

なお本層は、比較的均一で N 値が低いことから、地震時の液状化が懸念される。 
・Ac 層（粘性土） 

南陽層の下部粘性土であり、層厚 23～26m 程度を有する。分布下限は標高-41m 付近であ

り、概ね水平に分布する。 
土質は暗灰～暗緑灰色のシルト～粘土を主体とする。全体に均質であるが、層上部と層最

下部では細砂を含んでおり、やや不均質な状態である。また、所々に貝殻片や腐植物の混入

がみられる。 
N 値 2～8(平均値 4)とばらつきがみられるが、全体に軟弱な地層である。相対稠度は「軟

らかい～中位」と評価される(表 3-3 参照)。 

3) 濃尾層 N 

南陽層の下部に分布し、層厚 10～15m 程度を有する。砂質土と粘性土の互層状を呈する。

分布下限は標高-49～-55m 付近であり、東側に向かって深くなっている。 
・Nc 層（粘性土） 

単層の層厚は約 1～6m である。干拓地中央付近から東側では本層が優勢であるが、西側で

は砂質土（Ns 層）が優勢で層厚は 2m 程度と極めて薄い。 
土質は暗灰～暗褐色を呈するシルト～粘土を主体とする。所々に細砂を混入しており、不

均質な層相を呈する。また、部分的に黒色を呈する腐植物を混入する。 
N 値 9～23(平均値 15)とばらつきを示し、相対稠度は「硬い～非常に硬い」と評価される。 



 27

 
・Ns 層（砂質土） 

Nc 層に挟まれるように分布する。単層の層厚は 1～2m 程度と薄いが、干拓地東側では 8m
程度と厚く分布する。 
土質は暗灰～灰色の細砂を主体とするが、所々に微細砂を混入し不均質な層相を呈する。

また、部分的に黒色の腐植物を混入する。 
N 値 21～50 以上(平均値 38)とばらつきを示し、相対密度は「中位～非常に密な」と評価

される。 
 

4) 第一礫層 G1 
濃尾層下位の標高-49～55m 以深に分布しており、その上面は西側に向かって緩やかに傾

斜している。 
土質は暗灰～暗黄灰色の礫質土を主体とするが、部分的に細砂を挟在する。礫はφ2～

30mm 程度の亜円～亜角礫を主体とし、最大φ350mm 程度の玉石を混入する。礫分含有率

は 60～80%程度であり、マトリックスは粗砂よりなる。 
N 値は全て 50 以上と極めて密実で、調査地周辺の支持層となる層である。 

 
表 3-3 相対密度と相対稠度 

砂質土の場合 粘性土の場合 

N 値 相対密度 N 値 相対稠度 

 0～ 4 非常に緩い 0～ 2 非常に軟らかい 

 4～10 緩い 2～ 4 軟らかい 

10～30 中位 4～ 8 中位 

30～50 密な 8～15 硬い 

50 以上 非常に密な 15～30 非常に硬い 

－ － 30 以上 特別に硬い 
「土質調査の方法と解説 (社)地盤工学会」より引用し、加筆した。 
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(3) N 値 
本調査で確認した N 値は、図 3-6 に各層の統計結果としてまとめて示した。なお、図中には実

測 N 値の統計と換算 N 値の統計を併記した。なお換算 N 値は、貫入量が 30cm を越えたものや

30cm に達していない N 値を、貫入量 30cm 相当に換算した値である。 
 
1) B2 4) Nc

最小値： 最小値： 最小値： 最小値：
最大値： 最大値： 最大値： 最大値：
平均値： 平均値： 平均値： 平均値：

2) As 5) Ns

最小値： 最小値： 最小値： 最小値：
最大値： 最大値： 最大値： 最大値：
平均値： 平均値： 平均値： 平均値：

3) Ac 6) G1

最小値： 最小値： 最小値： 最小値：
最大値： 最大値： 最大値： 最大値：
平均値： 平均値： 平均値： 平均値：

3
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図 3-6 各層の N 値頻度分布図 
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(4) 地下水位 
ボーリング時に確認した水位を表 3-4 に示した。各地点で確認した地下水位は、地表面から 1m

以浅と浅い位置に認められた。 
 

表 3-4 各ボーリング地点の地下水位 

地下水位 ボーリング 
地点 測定日 孔口標高 

TP (m) GL (m) T.P.(m) 
備 考 

No.1 H20.6.17 -1.26 0.65 -1.91 無水掘りにて確認 

No.2 H20.6.20 -0.92 0.30 -1.22 無水掘りにて確認 

No.3 H20.6.17 -0.91 0.80 -1.71 無水掘りにて確認 

 
(5) 地点標高 
ボーリング地点の標高は、各地点付近の基準点から水準測量により計測した。表 3-5 に各地点

の標高を示す。 
 

表 3-5 各地点の孔口標高 
基準点 ボーリング 

地点 
孔口標高 
TP (m) 基準点番号 標高 T.P.(m)

引用資料※ 

No.1 -1.26 木曽川左岸
0.8KP 6.709 ① 

No.2 -0.92 Ｔ50 5.840 ② 

No.3 -0.91 Ｔ50 5.840 ② 

※ 基準点の標高は、以下に示す既往報告書・成果表より引用した。 
①「河川水準測量成果表 平成 17 年 3 月 国土交通省 木曽川下流河川事務所」 
②「平成 16 年度 木曽岬干拓地執受執受 第 32-4 分 2002 号 一般地方道木曽岬弥富停車

場線 木曽岬干拓地整備事業 測量業務委託 測量成果品 平成 17 年 3 月 三重県」 
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3-4 現場透水試験結果 
 
現場透水試験は、圧密対象層の下位に分布する濃尾層砂質土（Ns）を対象に、透水係数および

平衡水位を把握することを目的として計 3 回実施した。 
試験結果の詳細については、巻末資料の「現場透水試験データシート」に添付するとともに、

各地点で実施した現場透水試験結果を表 3-7 に示す。 
以下、Ns 層の透水係数，平衡水位について述べる。 

 
(1) 透水係数 

Ns 層の透水係数は、表 3-7 に示すように k = 7.0×10-6～5.0×10-4 m/sec を示し、土質による

ばらつきが認められた。一般的な透水性の評価としては、細砂を主体とする 1ｋ-1、3ｋ-1 では透

水性は“低い”に区分され、砂礫を主体とする 2ｋ-1 では“中位”に区分される。 
 

表 3-7 Ns 層の透水係数 

試験区間 
試験番号 土質名 

深度 
（GL- ｍ） 

標高 
（TP ｍ） 

透水係数 k 
（m/sec） 透水性※ 

1k-1 細砂 43.00～43.50 -44.26～-44.76 7.02×10-6 低い 

2k-1 砂礫 51.55～51.64 -52.47～-52.56 5.01×10-4 中位 

3k-1 細砂 45.40～45.40 -46.31～-46.81 7.72×10-6 低い 

※ 透水性の評価は、表 3-8 の値を基準とした。 

 
表 3-8 透水係数と透水性および対応する土の種類 

10-10 10-9 10-8 10-7 10-6 10-5 10-4 10-3 10-2 10-1 100透水係数 
k (m/sec) 

透 水 性 実用上 
不透水 非常に低い 低い 中位 高い 

対応する土の種類 粘性土 微細砂，シルト， 
砂-－シルト－粘土混合土 砂および礫 清浄な礫 

「土質試験の方法と解説（第一回改訂版） 平成 12 年 3 月 (社)地盤工学会」より引用した。 
なお、単位は m/sec に変換した。 
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(2) 平衡水位 

Ns 層の平衡水位は、表 3-9 に示すように標高-1.0～-2.0m 付近であり、自然水位とほぼ同じ位

置で認められた。 
 

表 3-9 Ns 層の平衡水位 

試験区間 平衡水位 自然水位 
試験番号 土質名

深度 
（GL- ｍ） 

標高 
（TP ｍ）

深度 
（GL- ｍ）

標高 
（TP ｍ）

深度 
（GL- ｍ） 

標高 
（TP ｍ）

1k-1 細砂 43.00～
43.50 

-44.26～
-44.76 0.57 -1.83 0.80 -2.06 

2k-1 砂礫 51.55～
51.64 

-52.47～
-52.56 0.10 -1.02 0.30 -1.22 

3k-1 細砂 45.40～
45.40 

-46.31～
-46.81 0.85 -1.76 0.80 -1.71 
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3-5 室内土質試験結果 
 
室内土質試験は、標準貫入試験や不撹乱試料採取によって得られた試料を用いて、各層の土質

工学的特性を把握することを目的として実施した。室内土質試験結果の詳細は巻末資料の「室内

土質試験結果」に添付するとともに、以下、試験項目毎の試験結果について述べる。 
 

(1) 物理特性 
表 3-16 に各試料で得られた物理試験結果を一覧表にまとめて示し、図 3-12 には物理特性を深

度分布図にまとめて示した。 
 

1) 土粒子の密度（ρs） 
土粒子の密度とは、土粒子と有機質からなる土の固体部分の単位堆積あたりの平均質量であ

る。一般的な無機質の鉱物より構成される土質の密度は、表 3-10 に示すように 2.6～2.8 g/cm3

程度である。これに対して、有機質分を多く含む泥炭(ピート)などはこれよりも小さな値を示す

傾向がある。 

表 3-10 代表的な土の土粒子の密度 

土質名 土粒子の密度 
ρs（g/cm3） 土質名 土粒子の密度 

ρs（g/cm3） 

豊浦砂 2.60 泥炭（ピート） 1.40～2.30 
沖積砂質土 2.60～2.80 関東ローム 2.70～3.00 
沖積粘性土 2.50～2.75 まさ土 2.60～2.80 
洪積砂質土 2.60～2.80 しらす 1.80～2.40 
洪積粘性土 2.50～2.75 黒ぼく 2.30～2.60 

     ※「土質試験の方法と解説 －第一回改訂版－ (社)地盤工学会」より引用      

 
今回の試験で得られた各層の土粒子の密度を表 3-11 の一覧表に示す。各層ともρs = 2.60～

2.80 g/cm3の範囲にあり、一般的な値を示している。 
 

表 3-11 各層の土粒子の密度試験結果 

土粒子の密度 ρs（g/cm3） 
地層記号 

最小値 最大値 平均値 

B2 2.647 2.688 2.670 

As 2.639 2.693 2.660 

Ac 2.614 2.686 2.655 

Nc 2.653 2.685 2.674 
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2) 自然含水比（Wn） 
土の含水比は、土を構成している土粒子・水・空気の三要素のうち、土粒子と水の質量比を

百分率で表したものである。 
一般的な土質の含水比の測定例を表 3-12 に示すとともに、今回の試験結果を表 3-13 の一覧

表にまとめた。 
 

表 3-12 一般的な土質における湿潤密度と含水比の測定例 

 
「土質試験の方法と解説」，地盤工学会より引用     

 
 

表 3-13 各層の自然含水比試験結果 

自然含水比 Wn（%） 
地層記号 

最小値 最大値 平均値 

B2 26.5 34.7 31.4 

As 23.1 38.3 30.0 

Ac 25.1 74.2 49.3 

Nc 26.0 36.0 29.4 

 
 

人工干拓層（B2）や沖積砂質土層（As）の自然含水比は、概ね一般的な範囲にあるが、一部

でやや高い値を示している。これは細粒分を多く含んでいることによるものと考えられる。 
沖積層粘性土（Ac）では 25～74%を示し、層中央付近で高く、層上部および下部で低い傾向

にある。なお T2-6 試料では砂分を 40%程度混入しているため、25%と小さい値となっている。 
洪積層粘性土（Nc）の自然含水比は、一般的な値を示している。 
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3) 粒度特性 
粒度試験の目的は、土の粒度分布を求めることにある。粒度試験の結果は土の分類に用いら

れ、これをもとに土の工学的性質の基本的な判断が行われる。 
図 3-8 に各層の粒径加積曲線を示す。なお、図中には「港湾の施設の技術上の基準・同解説 (社)

日本港湾協会」による液状化の可能性の範囲を併示した。各層の粒度特性を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-8 各層の粒径加積曲線 
 

B2 層は砂分 63.3～95.4%（平均値 80%）を示し、砂を主体に構成される。粒径加積曲線をみ

ると、曲線が細砂付近で急勾配を示していることから、均一な細砂を主体とする。また図に示

すとおり、本層は液状化の可能性が高い範囲に分布している。 
As 層は砂分 41～95.4%（平均値 78%）を示し、砂を主体に構成される。細粒分含有率（Fc）

は 4.6～59%とばらつきを示し、幅を持った粒度分布となっている。粒径加積曲線をみると、概

ね曲線が細砂～中砂付近で急勾配を示していることから、均一な細砂～中砂を主体とする。B2
層同様、液状化の可能性が高い範囲に分布している。 

Ac 層は細粒分含有率（Fc）54.3～99.6%（平均値 84%）を示し、シルト・粘土を主体として

いる。局所的に細砂を多く含む箇所がみられる。 
Nc 層は細粒分含有率（Fc）91.7～98.8%を占め、均質な粘土を主体とする。 

1） B2 ﾃﾞｰﾀ数 3 3） Ac ﾃﾞｰﾀ数 22

2） As ﾃﾞｰﾀ数 17 4） Nc ﾃﾞｰﾀ数 3
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4) コンシステンシー特性 
一般に、シルト分や粘土を多く含む細粒土は、含水量の多少に応じて液体から固体まで状態

が変化し、その量によって軟らかい，中くらい，硬い，もろい等の状態になる。含水量による

このような状態の変化や変形のしやすさをコンシステンシーと呼び、その状態の変化点をそれ

ぞれ液性限界(WL)、塑性限界(WP)、収縮限界(WS)といい、これらを総称してコンシステンシー

限界という（図 3-9 参照）。前述した粒度試験が砂など粗粒土の分類に利用されるのに対し、コ

ンシステンシーは細粒土の工学的判断に用いられる。 
 

固体 半固体 塑性体 液体 

 収縮限界 WS 塑性限界 WP 液性限界 WL  

 乾燥しても体積変化
を生じない含水量 

塑性を示す最小の 
含水量 

塑性を示す最大の 
含水量 

 

小 ← 含水比 W（%） → 大 

「土質試験の方法と解説」，地盤工学会より引用し、一部加筆した。     

図 3-9 土の状態とコンシステンシー限界 

 

また得られた結果によって、次のような土の特性が判断できる。 

① 液性限界(WL)が大きいほど圧縮性が高い(沈下しやすい)｡ 
② 塑性指数(IP)は小さいほど砂に近く、大きいほど粘土に近い。 
③ 自然含水比(Wn)が WP に近いほど土は安定であり、WL に近いほど不安定となる。特に

Wn＞WL の場合、土の乱れに対する強度低下が著しい(施工しにくい)｡ 
 
各層のコンシステンシーについて以下に述べる。 
Ac 層は図 3-10 の塑性図をみると、液性限界 WL はばらつきを示す結果となっているが、平

均値 60.4%と大きく、全体に圧縮性が大きい(沈下しやすい)地層であるといえる。図 3-11 の自

然含水比と液性限界の関係をみると、Wn＜WL の関係にあり比較的安定した状態であるといえ

る。 
Nc 層は図 3-10 をみると、液性限界 WLは A 線上方かつ B 線左方にプロットされ、塑性が高

く、圧縮性が小さい地層であるといえる。また図 3-11 から、Wn＜WL の関係にあり安定した状

態であるといえる。 
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5) 湿潤密度（ρt） 
湿潤密度は土の基本的な物性値のうちの 1 つであり、土被り圧などの算定などに用いられる。 
一般的な土質の含水比の測定例を表 3-14 に示すとともに、今回の試験結果を表 3-15 の一覧

表にまとめた。 
 

表 3-14 一般的な土質における湿潤密度と含水比の測定例 

 
「土質試験の方法と解説」，地盤工学会より引用     

 
 

表 3-15 各層の湿潤密度試験結果 

湿潤密度 ρt（g/cm3） 
地層記号 

最小値 最大値 平均値 

Ac 1.559 1.939 1.699 

Nc 1.860 1.967 1.920 

 
 

Ac 層の湿潤密度ρt は 1.56～1.94 g/cm3 の範囲を示し、層中央付近で低く、層上部および下

部で高い傾向にある。なお T2-6 試料では砂分を 40%程度混入しているため、1.939 g/cm3と大

きい値となっている。 
Nc 層の湿潤密度は、一般的な値を示している。 
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表 3-16 物理試験結果一覧表 
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 (2) 力学特性 
今回実施した力学試験結果は表 3-17 の一覧表にまとめて示すとともに、図 3-13 には力学特性

を深度分布図にまとめて示した。 
 

1) 一軸圧縮強さ（qu） 
一軸圧縮試験の目的は、土の一軸圧縮強さを求めることにある。試験で得られた一軸圧縮強

さは、その試料が原位置にあった状態での非排水せん断強さを推定することに用いられる。 
今回の調査では、沖積粘性土層（Ac）の一軸圧縮強さを得ることを目的として実施した。 
一般に、粘性土の一軸圧縮強さ qu は、「粘性土がある程度の層厚を有する場合には、ほぼ強

度増加係数の傾きをもって深度方向に強度増加する」といわれている。また既往文献「軟弱地

盤対策工事ポケットブック Ｓ61.6」によると、乱さない試料の一軸圧縮強さは、有効土被り応

力σv’と qu =0.7～1.0σv’の関係を示すことが多いとされている。 
今回の試験で得られた一軸圧縮強さ qu は、図 3-13 の深度分布図によると多少のばらつきは

みられるが、qu が深度方向に増加する傾向を示している。また概ね qu =0.7～1.0σv’の範囲内

にあることから、妥当な結果であるといえる。 
なお、標高-41m 付近の試験結果（T2-6 試料）は、上位に比べ小さな値を示しているが、こ

れは砂分を多く含んでいることによるものと考えられる。 
 

2) 粘着力（C） 
三軸圧縮試験の目的は、土の圧縮強さを求めることにあり、試験は土質や現場条件等を考慮

して排水条件を決定する。 
今回の調査では、比較的硬質な洪積粘性土層（Nc）を対象としたため、非圧密非排水(UU)

条件で実施した。 
図 3-13 の粘着力の深度分布図をみると、Nc 層の粘着力は 66.3～221 kN/m2（平均値 129 

kN/m2）とばらつきがみられる。なお、図中に示した一軸圧縮試験結果 quを基に C =qu /2 で求

められた Ac 層の粘着力との相関をみると、一部では Ac 層の深度方向の強度増加線よりも小さ

な値を示す結果となっている。この理由としては、Nc 層が砂質土と粘性土の互層状を呈し、試

験試料が不均一であることが挙げられる。 
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表 3-17 力学試験結果一覧表 
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図 3-13 力学試験結果の地中応力深度分布図 
 

（   ）（  ） 
T2-6 T2-6 

T3-7 

T1-6 
T2-7 T2-7 
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(3) 圧密特性 
圧密試験の目的は、土を一次元的に、かつ段階載荷によって排水を許しながら圧密し、圧縮性

と圧密速度に関する定数を求めることである。 
今回は、圧密沈下の対象となる Ac 層および Nc 層において圧密試験を実施した。圧密試験の結

果は表 3-18 の一覧表に示すとともに、図 3-14 には各層の圧密試験結果をまとめて示した。 
Ac 層の圧縮指数 Cc は、0.39～1.08 の範囲で、層中央付近で大きくなる傾向が認められる。ま

た圧密降伏応力 Pc は、図 3-13 の深度分布図によると、有効土被り応力線上もしくは有効土被り

応力より大きく、正規圧密～過圧密領域に分布している。 
Nc 層は、圧縮指数が 0.31 と小さく、圧密降伏応力が 1358kN/m2と有効土被り応力よりも極め

て大きな値を示している（図 3-13 参照）。このことから、本層は Ac 層に比べ圧密沈下の生じにく

い地層であるといえる。なお本層を対象に 3 試料試験を行ったが、T1-6，T3-7 試料では明瞭な値

が得られなかった。 
 

表 3-18 圧密試験結果一覧表 

有効 過圧密比

圧密降伏応力 圧縮指数 土被り応力 O.C.R
Pc Cc σ' σv'

kN/m2 kN/m2 kN/m2

Ac T1-1 15.00 15.90 -16.26 -17.16 170 0.41 128.45 41.6 1.32
T1-2 20.00 20.90 -21.26 -22.16 175 0.63 163.45 11.6 1.07
T1-3 25.00 25.90 -26.26 -27.16 306 0.95 198.45 107.6 1.54
T1-4 30.00 31.12 -31.26 -32.38 237 0.75 234.22 2.8 1.01
T1-5 35.00 35.66 -36.26 -36.92 410 0.85 267.61 142.4 1.53
T2-1 19.55 20.80 -20.47 -21.72 211 0.38 163.76 47.2 1.29
T2-2 24.00 24.69 -24.92 -25.61 216 0.53 192.95 23.1 1.12
T2-3 28.00 29.35 -28.92 -30.27 277 1.08 223.26 53.7 1.24
T2-4 32.00 32.90 -32.92 -33.82 309 0.98 249.65 59.4 1.24
T2-5 36.00 36.86 -36.92 -37.78 403 0.72 277.51 125.5 1.45
T2-6 40.00 40.46 -40.92 -41.38 － － 304.11 － －

T3-1 17.50 18.75 -18.41 -19.66 146 0.47 152.11 -6.1 0.96
T3-2 21.00 22.29 -21.91 -23.20 258 0.39 176.75 81.3 1.46
T3-3 25.00 26.05 -25.91 -26.96 204 0.95 203.91 0.1 1.00
T3-4 30.40 31.30 -31.31 -32.21 245 0.94 241.15 3.8 1.02
T3-5 35.00 35.61 -35.91 -36.52 314 0.73 272.37 41.6 1.15
T3-6 39.00 39.68 -39.91 -40.59 475 0.46 300.58 174.4 1.58

Nc T1-6 48.50 50.20 -49.76 -51.46 － － 390.15 － －

T2-7 50.30 50.90 -51.56 -52.16 1358 0.31 396.45 961.6 3.43
T3-7 49.50 50.50 -50.76 -51.76 － － 397.625 － －

圧密試験

地層
記号

試料
番号

試験深度
過圧密量

上端 下端

GL- (m) TP (m)

上端 下端
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図 3-14 各層の圧密試験結果 
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4. 総合解析とりまとめ 
 
4-1 土質定数の設定 
 
ここでは、今回の調査結果から軟弱地盤解析等に必要となる各層の土質定数を提案した。土質

定数の設定は、調査結果を基に各種基準および指針等※を参考とした。土質定数の一覧を表 4-1 に

示すとともに、設定方法について以下に述べる。 
 
(1) N 値 
各層の N 値は、今回得られた実測 N 値の単純平均とした（図 3-6 参照）。 

 
(2) 単位体積重量（γt） 
今回の湿潤密度試験結果から設定した。なお Ac 層については、試験結果をもとに圧密定数を考

慮して 5 層に区分した。また試験を実施していない層については、表 4-2 の各種基準を参考にし、

一般に設計に用いられる値および経験的判断により設定した。 
 
(3) 粘着力（C ） 

Ac層の粘着力は、一軸圧縮試験結果を基にC =qu /2の推定式より設定した。なお試験結果から、

深度が深くなるに従い強度が増加する傾向にあるため、深度と強度の相関関係を基に設定した。

関係式は次のとおりである。 
605.5 −= ZCu    Z ：標高 0.0m を基準とした深度(m) 

Nc 層の粘着力は、三軸圧縮試験結果の平均値より設定した。 
なお砂質土および礫質土については、C =0 kN/m2と仮定した。 

 
(4) 内部摩擦角（φ） 
砂質土および礫質土の内部摩擦角の推定方法はさまざまな手法が提案されているが、今回は N

値による以下の提案式(1)を用いて推定した。なお粘性土については、内部摩擦角φ＝0 とした。 

N1515 +=φ ，ただし N＞5 ･･････････････････････････  式（1） 
また N≦5 の場合、上記の方法では適用外となるため、式(2)に示す大崎の式で代用した。 

N2015 +=φ  ･･･････････････････････････････････････  式（2） 
 
(5) 変形係数 

As 層は、孔内水平載荷試験結果の平均値から設定した。また試験を行っていない層については、

E =700×N（kN/m2）より設定した。 
 
(6) 圧密定数 
圧密定数は、各試験結果をもとに設定した。なお Ac 層については、試験を行った 5 層に区分

してそれぞれの試験結果を適用した。 
 
※1) 道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編 日本道路協会 

2) 設計要領第一集 土工編 日本道路公団 
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表 4-2 各種基準における土質定数(参考資料) 

土の単位重量（kN/m3） 

        「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編」より引用 
地 盤 土 質 ゆるいもの 密なもの 

砂及び砂れき 18 20 
砂質土 17 19 

自
然
地

盤 

粘性土 14 18 
砂及び砂れき 20 

砂質土 19 
盛 

土 

粘性土 18 
（注） (1) 地下水位以下にある土の単位重量は、それぞれの表中の値から 

9 を差し引いた値としてよい。 
(2) 砕石は砂利と同じ値とする。また、ずり，岩塊等の場合は種類， 

形状，大きさ及び間隙等を考慮して定める必要がある。 
(3) 砂利まじり砂質土、あるいは砂利まじり粘性土にあたっては、 

混合割合及び状態に応じて適当な値を定める。 
(4) 地下水位は施工後における平均値を考える。 

 
土質定数一覧表 

「日本道路公団 設計要領第一集 土工編」より引用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※表使用上の注意点 
・粒度の悪い砂とは、粒径のそろった砂をいう。礫の場合も同様である。 
・粘性土、粘土及びシルトの区分で N 値の目安は、概ね固いもの（N=8～15），やや軟らかいもの（N=4

～ ），軟らかいもの（Ｎ＝ ～4） 
・摘要に示す統一分類記号はおおよその目安である。 
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4-2 地震時の液状化の検討 
 
地盤の液状化の検討は、粒度試験結果、設計震度を用いた簡便法で実施した。検討は「道路橋

示方書・同解説 Ⅴ 耐震設計編 平成 14 年 3 月 (社)日本道路協会」に準拠して行った。 
以下、検討方法，結果について述べる。 

 
(1) 液状化の検討方法 
簡便法による検討方法は次のとおりである。 

(a) 砂質土層の液状化の判定 
（１） 液状化の判定を行う必要がある砂質土層 
沖積層の砂質土層で以下の 3 つの条件すべてに該当する場合には、地震時に橋に影響を

与える液状化が生じる可能性があるため、（２）によって液状化の判定を行わなければなら

ない。 
1) 地下水位が現地盤面から 10ｍ以内にあり、かつ現地盤から 20ｍ以内の深さに存在

する飽和土層 
2) 細粒分含有率 FC が 35％以下の土層、または FC が 35％をこえても塑性指数 IPが

15 以下の土層 
3) 平均粒径 D50が 10mm 以下で、かつ 10％粒径 D10が 1mm 以下である土層 

 
（２） 液状化の判定 

（１）の規定により液状化の判定を行う必要のある土層に対しては、液状化に対する抵

抗率 FL を式(1)により算出し、この値が 1.0 以下の土層については液状化するとみなすも

のとする。 

 LRFL =   ･･･････････････････････････････････････････････････ (1) 

 Lw RcR ⋅=   ･･････････････････････････････････････････････････ (2) 

 vvhgd krL σσ ′⋅⋅=   ･･･････････････････････････････････････････ (3) 

 xrd 015.00.1 −=   ････････････････････････････････････････････ (4) 

  ( )wtwtv hxh −+⋅=′ 21 γγσ   ････････････････････････････････････ (5) 

 ( )wtwtv hxh −′+⋅= 21 γγσ   ･････････････････････････････････････ (6) 
 

（タイプⅠの地盤動の場合） 
 cw = 10.   ･････････････････････････････････････････････････････ (7) 
（タイプⅡの地盤動の場合） 

 c Rw L= +
⎧

⎨
⎪

⎩
⎪

10
3 3 0 67
2 0

.
. .
.

 

(
(
(

0 1
0 4
.
.
<
<

R
R
R

L

L

L

≤
≤

0 1
0 4
.
.

)
)
)
  ････････････････････････ (8) 
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ここに、 

FL :液状化に対する抵抗率 

R ：動的せん断強度比 

L ：地震時せん断応力比 

Cw ：地震動特性による補正係数 

RL ：繰返し三軸強度比で、（３）の規定により求める 

rd ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

khg ：6.4.3 に規定するレベル 2 地震動の地盤面における設計水平震度 

σv ：全上載圧(kN/m2) 

σ’v ：有効上載圧(kN/m2) 

X ：地表面からの深さ(m) 

γt1 ：地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量(kN/m3) 

γt2 ：地下水位面より深い位置での土の単位体積重量(kN/m3) 

γ’t2 ：地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量(kN/m3) 

hw ：地下水位の深さ(m) 
 

（３） 繰返し三軸強度比 
繰返し強度比 RLは式(9)により算出するものとする。 

 
( )⎪⎩

⎪
⎨
⎧

−⋅×+
=

− 546 14106.17.10882.0

7.10882.0

NaNa

Na
RL

( )
( )Na
Na
≤
<

14
14

 ････････ (9) 

 ここで、 
＜砂質土の場合＞ 
 Na c N c= ⋅ +1 1 2   ･･････････････････････････････････････････････ (10) 

 ( )701701 +′⋅= vNN σ   ･･･････････････････････････････････････ (11) 

 ( )
⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

−
+=

120
5040

1

1

FC
FCc  

(
(
(

0%
10%
60% FC

FC
FC

≤
<≤
<≤

%60
%10 )

)
)
 ････････････････････ (12) 

 ( )⎩
⎨
⎧

−
=

1810
0

2 FC
c  

(
(

0%
10% FC

FC
≤

<≤ %10 )
)
 ････････････････････ (13) 

＜れき質土の場合＞ 

 ( ){ } 15010 2log36.01 NDNa ⋅−=  ････････････････････････････････ (14) 
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ここに、 

RL ：繰返し三軸強度比 

N ：標準貫入試験から得られる N 値 

N1 ：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した N 値 

Na ：粒度の影響を考慮した補正 N 値 

c1，c2 ：細粒分含有率による N 値の補正係数 

FC ：細粒分含有率(%)(粒径 75μm 以下の土粒子の通過質量百分率) 

D50 ：平均粒径(mm) 
  

※地震動 タイプⅠ：大正 12 年の関東地震における東京での地震動のように、プレート境界型の巨大
地震による地震動（平成 2 年の旧道路橋示方書で規定) 

 タイプⅡ：平成 7年の兵庫県南部地震のように規模の大きい内陸直下型地による地震動震（復
旧仕様で規定） 

 
(b) 設計水平深度 

（１）レベル 2 地震動の設計水平震度は以下により算出するものとする。 
1) レベル 2 地震動（タイプⅠ）の設計水平震度 
レベル 2 地震動（タイプⅠ）に対する耐震性能の照査における砂質土層の液状化の判

定においては、式(15)により算出する地盤面における設計水平震度を用いるものとする。 

 0hgzhg kck ⋅=   ･････････････････････････････････････････････ (15) 

ここに、 

0hgk  ：レベル 2 地震動（タイプⅠ）の地盤面における設計水平震度 
（小数点以下 2 けたに丸める） 

0hgk  ：レベル 2 地震動（タイプⅠ）の地盤面における設計水平震度の標準値で、
地盤種別がⅠ種，Ⅱ種，Ⅲ種に対して、それぞれ 0.30，0.35，0.40 とする

zc  ：(c)に規定する地域別補正係数 

2) レベル 2 地震動（タイプⅡ）の設計水平震度 
レベル 2 地震動（タイプⅡ）に対する耐震性能の照査における砂質土層の液状化の判

定においては、式(16)により算出する地盤面における設計水平震度を用いるものとする。 

 0hgzhg kck ⋅=   ･････････････････････････････････････････････ (16) 

ここに、 

0hgk  ：レベル 2 地震動（タイプⅡ）の地盤面における設計水平震度 
（小数点以下 2 けたに丸める） 

0hgk  ：レベル 2 地震動（タイプⅡ）の地盤面における設計水平震度の標準値で、
地盤種別がⅠ種，Ⅱ種，Ⅲ種に対して、それぞれ 0.80，0.70，0.60 とする

zc  ：(c)に規定する地域別補正係数 
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(c) 地域別補正係数 

地域別補正係数は、地域区分に応じて表 4-3 の値とする。ただし、架橋地点が地域区分の境

界線上にある場合は、係数の大きい方をとるものとする。 

表 4-3 地域別補正係数 cz 

地域区分 地域別 
補正係数 cz 対象地域 

A 1.0 下記 2 地域以外の地区 

B 0.85 
「Z の数値，Rt及び Aiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱
な区域として特定行政庁が指定する基準」（建設省告示）第 1 項
（Z の数値）表中（二）に揚げる地域 

C 0.7 
「Z の数値，Rt及び Aiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱
な区域として特定行政庁が指定する基準」（建設省告示）第 1 項
（Z の数値）表中（三）および（四）に掲げる地区 

  
 
(d) 耐震設計上の地盤種別 

耐震設計上の地盤種別は、原則として式(17)により算出する地盤の特性値 TG をもとに、表

4-4 により区別するものとする。地表面が耐震設計上の基盤面と一致する場合はⅠ種地盤とす

る。 

 ∑
=

=
n

i Si

i
G V

H
T

1

4   ････････････････････････････････････････････････ (17) 

ここに、 

GT  ：地盤の特性値(S) 

iH  ： i 番目の地層の厚さ(m) 

siV  ： i 番目の地層の平均せん断弾性波速度(m/s) 

i  ：当該地盤が地表面から耐震設計上の基盤面まで n 層に区分されるときの地表

面から i 番目の地層の番号 

表 4-4 耐震設計上の地盤種別 

地盤種別 地盤の特性値 TG(s) 
Ⅰ種 TG＜0.2 
Ⅱ種 0.2≦TG＜0.6 
Ⅲ種 0.6≦TG 

 

siV の実測値がない場合は、式(18)，式(19)により N 値から推定してもよい。 
粘性土の場合 

 3/1100 iiS NV ⋅=  ( )251 ≤≤ iN  ･････････････････････････････････ (18) 
砂質土の場合 

 3/180 iiS NV ⋅=  ( )501 ≤≤ iN  ･････････････････････････････････ (19) 
ここに、 

iN ：標準貫入試験による i 番目の地層の平均 N 値 
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上記の方法で TGを求めがたい場合には、図 4-1 により地盤種別の分類を行ってもよい。 

始 め

Ⅲ種地盤Ⅱ種地盤Ⅰ種地盤

HA≧25(m)

2HA+HD≦10(m)
Yes

Yes

No

No

HA：沖積層厚（m）

HD：洪積層厚（m）

 
図 4-1 沖積層厚 HAと洪積層厚 HDによる地盤種別の区分 

 
 
(2) 液状化の検討条件 
検討条件を下記のように設定し、液状化判定を行った。 

 
検討地点：No.1，No.2，No.3 の 3 地点とした。 
地下水位：ボーリング時に確認した各地点の自然水位を用いた。 

No.1･･･GL-0.65m，No.2･･･GL-0.30m，No.3･･･GL-0.80m 
地盤物性：N 値は、各地点の実測データを用いた。 

地盤の粒度特性は、室内試験結果を用いた。 
地盤種別：耐震上の基盤面を G1 層上面とし、地盤の特性値 TGを求めると各地点の TGは以

下のとおりである。 
No.1･･･TG =1.3(s)，No.2･･･TG =1.3(s)，No.3･･･TG =1.3(s) 
したがって、各地点とも 0.6≦TGであり、地盤種別はⅢ種地盤となる。 

設計水平震度：対象地は三重県内であり、地盤種別がⅢ種地盤であることから、設計水平震

度の標準値と地域別補正係数は、下記のとおりとした。 
設計水平震度の標準値 タイプⅠ：khc0=0.40 

    タイプⅡ：khc0=0.60 
地域別補正係数  cz＝1.0 
したがって、設計水平震度は、下記のとおりとなる。 

   タイプⅠの地震動：khc＝cz･khc0=0.40 
   タイプⅡの地震動：khc＝cz･khc0=0.60 
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4-3 圧密沈下の検討 
 
調査地では盛土施工が計画されており、この盛土荷重による基礎地盤の圧密沈下が懸念される。

ここでは、計画盛土に対する圧密沈下の検討を行った。 
 
(1) 検討条件 

1) 適用基準 
道路土工 軟弱地盤対策工指針 昭和 61 年 11 月（社）日本道路協会 

2) 検討項目・手法 
基礎地盤の圧密沈下、圧密時間 

3) 基準値 
供用開始以降の沈下量 10cm 

4) 計算プログラム 
圧密沈下計算システム「DECALTO Ver.14.2 A 富士通エフ・アイ・ピー(株)」. 

 
(2) 検討モデル 

1) 検討地点 
盛土のり尻，盛土のり肩，盛土中央の 3 地点 

2) 計画盛土高 
5m とした（施工速度 10cm/day，施工期間 50 日） 

3) 盛土形状 
敷幅 1015m，法勾配 1：5.0 

4) 地盤モデル 
地盤モデルは、現時点で盛土施工のなされていない No.1 地点のボーリング柱状図（図 4-4

参照）とした。 
5) 各層の土質定数 

図 4-4 の土質定数を用いた。なお盛土材の土質定数は次のように仮定した。 
・土質区分：砂質土 
・湿潤重量：γt =19.0 kN/m3 
・飽和重量：γsat =20.0 kN/m3 

6) 地下水位 
ボーリング No.1 で確認した自然水位 GL-0.65m（TP-1.91m） 

7) 盛土荷重の応力分散 
考慮した（ブーシネスク法） 

8) 交通荷重 
考慮しない 
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圧密度(U)と時間係数(Tv)の関係 

圧密度
U(%) 

時間係数 
Tv 

圧密度
U(%) 

時間係数 
Tv 

0 0 55 0.238 
5 0.0017 60 0.286 
10 0.0077 65 0.342 
15 0.0177 70 0.403 
20 0.0314 75 0.477 
25 0.0491 80 0.567 
30 0.0707 85 0.684 
35 0.0962 90 0.848 
40 0.126 95 1.129 
45 0.159 100 ∞ 
50 0.196   
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図 4-5 圧密度(U)と時間係数(Tv)の関係 
 

3) 砂の即時沈下量（Si） 
本調査地の上部には、深度 13m 付近まで砂が厚く分布している。したがって、ここでは上

部の砂質土（B2，As）の即時沈下量を算出した。砂層の即時沈下量は以下の方法※を用いた。 

図 4-6 砂の圧力～間隙比曲線 

 
 
図 4-6 に示す砂についての圧力～間隙比

曲線を用いて間隙比を推定し、次式から求め

る。 

H
e
ee

Si ×
+
−

=
1
0  

 

※「日本道路公団 設計要領第一集 土工編」より引用
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(4) 検討結果 
圧密沈下検討結果は図 4-7、図 4-8 に示すとともに、以下、圧密沈下量および圧密時間について

述べる。 
 
1) 沈下量（S） 
① 圧密沈下量（Sc） 

計画盛土高(5m)を施工した場合の圧密沈下量は、図 4-7 に示すように盛土中央で最大

76cm となり、盛土高に対して約 15%の沈下量となった。また、主な圧密層は Ac 層であ

り、下位の Nc 層は殆ど沈下しない結果となっている。 
② 砂の即時沈下量（Si） 

上部に分布する砂質土層 B2 および As の即時沈下量は約 23cm となった。上部砂層の

層厚約 13m に対して 2%程度の沈下量となっている。 
③ 総沈下量（S） 

上部砂層の即時沈下量と圧密沈下量をあわせた総沈下量は約 100cm となった。 
 
2) 圧密時間 

図 4-8 には圧密時間の経時変化図を示した。残留沈下量 10cm に達するまでの時間は、

盛土開始時から 1418 日（仮定した施工期間 50 日を除くと 1368 日）となった。沈下が

収束するまでの盛土放置期間として 4 年以上の期間が取れない場合には圧密沈下を促進

させる対策が必要である。 
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